
鬼牝牡ゼロ・ エネルギー・ ハウス導入費補助金交付要綱

平成 ３０ 年６ １１日

告示第１６８昜

改ｉＥ　 令和 ２年 ７　Ｊ１　１６　日告示第 １３２号

令和 ３年 ３１ ３１ 日告示第３７号

令和 ６年 ４Ｊ１　１　日告示第 ８０号

令和 ７年６１ １７ 日告示第９２号

（趣 回）

第１ 条　 この告示は、 ＦＲの環境保奈意識の高揚を回 ると とも に、 地球ｔ暖化防止を推まする ため、

ゼヨ ・エネルギー ・ハ ウス を導入した者にが し、 予算の範回内で鬼牝牡ゼヨ ・エネルギー ・ハウ

ス導入費補助金（弧下 「補助を」と いう 。） を交付するこ とに回し必要な事項を定めるものとす

る。

（定義）

第２条　 この告示において、ゼロ・ エネルギー・ ハウスと は、 外皮の高断熱化‾乱び高効率な

省エネルギ一鼈備を備え、 再生虱能エネルギーにより 、年鶚一次エネルギー消費ｔがｊＥ味（ネッ

ト） でゼロ八下と なる もののう ち、 国土な盍省の 「嵬築物のエネルギ一羝費小生能の表示に関する

指針」に基づく第こ者ｔ圧 （住宅諦、ＢＥＬＳ） において、一次エネルギー消費鶩ｊｋ準がゼロエネ相肖

であ り、 強化外皮基準 （ＵＡ値）が ０． ６／ｊ　ｋ　に下とい う評価・ 認証を受け、 かつ、評価のとおり

施工した住宅 （曁下「ＺＥＨ」 とい う。 ）をいう。

（嶌助筒象者）

第３ 条　補助金の交イ才が象と なる者は、ぢ内に対象住宅 （賃貸住宅を除く 。） を購入、 建築又は葹

工した者で、 次の各号の要件をすべて満たすものとする。

（１）自 ら居住するＦ内の一Ｆ建てゼロ ・エネルギー ・ハ ウス住宅 （居住の用に供する部分の床

・積が総床反積の ２分の１ 八上であ る店舗等 との併鴇住宅を合む。 駄下回じ。） を建築した者

又は建売住宅供給者等から 自ら居住するためにぢ内のゼロ ・エネルギー ・ハ ウス住宅を購入し

た者であるこ と。

（２）県内に本店を置く中／」ヽせ築業者等が施工した住宅とする こと。

（３）ぢ税等を滞納していない こと。

２　 対象住宅に対する補助金の交付は、 １世帯又は居住家族において１ 回限 りと する。

（補助金の額）

第４条　補助金の額は、２０万Ｆエヨと する。

（補助金の交付申請）

第５ 条　補助金交付を受け よう とする者 （八下「申請者」 とい う。 ）は、ゼ Ｖ１ ・エネルギー ・ハウ

ス住宅に居住し始めてから ６１ 八内に、 鬼牝ぢゼＵ・ エネルギー・ ハウス導入費補助金交付申請

書（様式第１ 号） にぢ長が必要と認める書類等を添付して、提ｍしなければならない。

（交付の決定Ｒび補助金の額の確定）

第６条　ぢ長は、 前条に規定する申請書のを芭があったと きは、その［大丿容を審ま し、 必ダに応じて

現地調をを行い、 適肖と簒めたとき は、 補助金の交付を決定し、申請者に鬼牝ＦＩｒＴゼロ・ エネルギ

ー・ ハウス導入費補助金交付決定ミ知書 （様式第２号）により 通加する もの とする。



２　 社長は、 交付が不適肖 と認められる手合には、鬼ｊヒＦゼロ・ エネルギー・ ハウス導入費補助金

不交付決定ヨ面加害（様式第３ 倚） によ ず萢祕する。

（補助金の請求‾Ｒ、び交付）

第７ 条　前条の規定に よる補助金のまイ才決定を受けた者 （罧下「補助事業者」 とい う。 ）は、補助

金の交イ才を受けよう とすると きは、鬼ｊヒＦゼ ロ・ エネルギー・ ハウ ス導入費補助金請求４ （様式

第４ 号） を提ｉしなければなら ない。

２　 Ｆ長は、 前項の規定に よる補助金の交付請求があった とき は、 その 日か ら起算して３０日 賢、内

に補助金をな吮するものとする。

（手続の代行）

第８条　申請者は、第５条に規定する申請その他の手続きについて、第ミ者 （リ、下 「手爽代行者」

とい う。 ）にこれらの手続の代行を依頼する ことができる。

２　 手続代行者は、依頼された手続を、誠意を持って実施する もの とする。

３　 Ｆ長は、 手続代行者がこの告示に規定する手続を偽り その他の不ｌＥの手段によ り手縦を行った

疑いがあ る場合は、必要に応じて調査を実施 し、 不ｊＥ行為が認め られたと きは、肖該手縦イｔ行者

の佑称八び不ｌＥの鸚容をぬ表 し、 手続の代行を停止する こと ができる もの とする。

（処分の制ほ）

第９ 条　補助事業者は、肖該補助金によ ち旬、得 した設備八び住宅について、補助金受領 日から１０

年獄、内に撤＝鼓、売却等 （大害含）に より 処分しよ うと する とき は、 あらかじめ鬼北ぢゼｕ ・エネ

ルギー・ ハウス撤去承認申請書 （様式第５号）をＦ長に提ｍし、その承おを受けなければならな

し尨

２　 ほｒ長は、前癪、の規定による処分の承氣中請があっだけは、 その内容を審まし、鬼ｊヒＲミ「ゼ ロ・エ

ネルギー ・ハ ウス撤去承認 （不承認）決定逐知害 （様式第 ６号）に より ９知する もの とす る。

３　 驚長け、 前項の規定に より 処分を承認すると きは、補助金の交付を受けた者に補助金の額に相

售する額の返ぎを命じるこ とができ る。 ただ し、 補助金の交付を受けた者の責に よらない事畆に

より 処分する場合その他ぢ長が特に認めたと きは、このｍ りでない。

（補助金の返き）

第１０条　Ｆ長は、 補助事業者が、次の各号のいずれかに該肖したと きは、補助金の曼額又は一部

の返ぎを命ずるこ とができ る。

（１）補助金の交付の条件に違反したと き。

（２）偽りその他皿Ｅの手鐡により補助金の交付を受けたとき。

（３）前２号に掲げるもののほかＦ長が必要と認めたとき。

（協力）

第１１条　Ｆ長は、 補助金の交付を受けた者に対し、必要に応じてゼ ロ・ エネルギー・ ハウ スに関

する情報のを供その他の協力を求めるこ とができ る。

（そ の他）

第１２条　この告示に定める もののほか、 必要な事項は、Ｆ長がＳＩ」に定める。

附　則

この告示は、 平成 ３０ 年６ ｙ卜χ＿日から施行する。

附　ｍ（令和 ２年 リ１ １６ 口告示第 １３２号）

この告示は、 か有の日から施行する。



附　聡（令和 ３年 ３１ ３１ 日告示第 ３７ 倚）

この告示は、 価布の日から施行する。

附　ｍ（令和 ６年 ４１ １日 告示第８０硲）

この告示は、 攷布の日から施行する。

附　則（令和 ７年 い≡ｊ　１７ 日告示第 ９２ 号）

この告示は、 ぬ布の日 から施行する。


